
各社の考え方 
算定を行う背景・

目的 
 地球環境負荷低減のために、企業活動全体のCO2排出量の把握が重要である。   
 年々、社会的に環境負荷情報の開示要求は高まっている。そのため、環境負荷情報の

開示を積極的に行なう必要がある。 

算定結果の活用
方法 

 削減機会のより大きなカテゴリの環境負荷低減に取り組む。 
 当社の環境に対する取り組み姿勢を明らかにし、お客様の信頼と理解を得る。 
 社内の算定方法、算定体制を確立し、排出量の透明性を高める。  

算定のメリット  サプライチェーン全体での排出量が明確になり、効果的な対策ができる。   
 排出量の透明性が高まり、お客様の情報開示要求にも対応可能である。   

社内の算定体制  調達、物流、経理部門からデータを収集し、環境部門で算定する。   
 社内データベースを活用し、作業効率化を図っている。  
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□サプライチェーンにおけるCO2排出量の算定結果 



各社の考え方 
サプライチェーン

排出量の削減に
向けて 

 原材料がサプライチェーン全体のCO2排出量の約5割を占めるため、 CO2排出量が多い
原材料からCO2排出量が少ない原材料への変更を積極的に推進する。 

 物流では、適切な配車と積載率の向上ならびにモーダルシフトに取り組む。  
 グリーン調達、廃棄物の再資源化に取り組む。 
 ファスニング製品では、環境配慮商品の更なる開発、販売した製品の廃棄時の排出削減

に取り組む。 

サプライチェーン
排出量算定の課
題 

 金額ベースで算定した場合、購入金額の変動が排出量に影響する。 
 原単位、活動量の精度向上 が必要である。 
 海外拠点の活動量、原単位データの整備 が必要である。  

これからサプライ
チェーン排出量
を算定する方へ 

 まずは全体が見られるように、二次データを使って概略のCO2排出量を把握するとよい。 
       その上で、 CO2排出量が多いカテゴリーから精度を高めていくのが効率的である。 
 CO2排出量がカテゴリー別に明確になるので、 効果的な削減対策が行える。 
 関係部門との連携が不可欠であり、社内的にコンセンサスを得なければならないので、

算定の目的を明確にすることが必要である。  
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□ＹＫＫ㈱のライフサイクルでのＣＯ２排出量 

※ＣＯ２排出量算定：ＹＫＫ㈱の国内2012年度排出量（ＹＫＫ ＡＰ㈱を除く） 



カテゴリ 
算定方法 

活動量 原単位 

カテゴリ1「購入した製品・サービス」  原材料・資材の購入重量、購入金額  原単位データベース（※2） 

カテゴリ2「資本財」  資本財の設備投資金額  原単位データベース（※2） 

カテゴリ3「Scope1,2に含まれない燃
料及びエネルギー活動」 

 電気・燃料のエネルギー使用量  原単位データベース（※1 ※2 ） 

カテゴリ4「輸送、配送（上流）」  荷主分、調達の輸送トンキロ  算定・報告･公表制度排出係数 
 原単位データベース（※1 ） 

カテゴリ5「事業から出る廃棄物」  廃棄物種類別処理量  原単位データベース（※2） 

カテゴリ6「出張」  交通費移動手段別支給額  原単位データベース（※2） 

カテゴリ7「雇用者の通勤」  交通費移動手段別支給額  原単位データベース（※2） 

カテゴリ9「輸送、配送（下流）」  輸送トンキロ   原単位データベース（※1 ）  

カテゴリ10「販売した製品の加工」  生産量   加工時の排出原単位 

カテゴリ12「販売した製品の廃棄」  生産量   原単位データベース（※2） 

カテゴリ15「投資」  投資先のScope1,2排出量の株式保有割合から算定  
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※1「カーボンフットプリントコミュニケーションプログラム 基本データベースver.1.01（国内データ）」 
※2「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベースVer2.0」 


